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(単位：円）

Ⅰ　　当期未処分利益 1,360,928,221
当期総利益 1,360,928,221

Ⅱ　　利益処分額
積立金 1,360,928,221

　
教育研究・診療業務の資質向上及び運営組
織の改善目的積立金 0 0 1,360,928,221

国立大学法人法第３５条において準用する独立
行政法人通則法第４４条第 ３ 項により文部科学
大臣の承認を受けた額

利益の処分に関する書類
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重要な会計方針 
 

当事業年度より、「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（国立大学法人会計

基準等検討会議 平成 24 年 1月 25 日改訂）」及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計

基準注解」に関する実務指針（文部科学省 日本公認会計士協会 平成 24 年 3月 30 日 終改訂）」を適

用しております。 

 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

  下記に掲げるものを除き、期間進行基準を採用しております。 

 

  退職一時金に充当される運営費交付金    費用進行基準 

  特定の学内プロジェクト業務に充当される運営費交付金    業務達成基準 

  文部科学省が指定する特別運営費交付金の一部及び一般運営費交付金の一部、 

特殊要因運営費交付金           業務達成基準又は費用進行基準 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、業務達成基準取扱要領を制定し、特定の学内プロジェクト業務に充当される運営費

交付金については業務達成基準を適用することとしております。なお、当事業年度において特定の学内

プロジェクト事業はないため、財務諸表への影響はありません。 

 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。ただし、受託研究収入により

購入した償却資産については、当該受託研究期間を耐用年数としております。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

     建物     １０～５０年 

     構築物     ５～５０年 

     工具器具備品  ４～１５年 

     船舶        １５年 

     車両運搬具   ４～ ５年 

   また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８４）の減価償却相当額については、損益外減価

償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

（２）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）で償却してお

ります。 

   また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８４）の減価償却相当額については、損益外減価

償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   運営費交付金で措置されていない職員について、当該職員の退職給付に備えるため、当該事業年度 

末における退職一時金の自己都合要支給額により計上しております。 

   上記以外の職員に係る退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職

給付に係る引当金は計上しておりません。 

   なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第８６第

４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 
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（２）賞与引当金及び見積額の計上基準 

   翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員への支払いに備えるため、基準第８５

第１項に基づき、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上してお 
ります。 

   なお、上記以外の役員及び教職員については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされる 
ため、賞与引当金は計上しておりません。 

   また、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、基準第８５第２項

に基づき、当事業年度の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しており

ます。 

 

（３）徴収不能引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

４．有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的債券 償却原価法（定額法）を採用しております。 

  その他有価証券  期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

 

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産（貯蔵品） 

終仕入原価法により評価しております。 

 

（２）医薬品及び診療材料 

   移動平均法による低価法により評価しております。 

   ただし、移動平均法による評価ができるソフトウエアが開発されるまでの間、評価方法は 終仕入

原価法によるものとしております。 

 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 

７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。 

 

（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

   10 年利付政府保証債の平成 24 年 3 月末利回りを参考に、0.985％で計算しております。 

 

（３）国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率 

   10 年利付政府保証債の平成 24 年 3 月末利回りを参考に、0.985％で計算しております。 

 

８．リース取引の会計処理方法 

  リース料総額が3,000千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

 

９．消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理方法は、税込方式によっております。 
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注記事項 
 

１．貸借対照表関係 

（１）担保に供されている資産及び対応する債務残高  土 地   １３，４４１，０３６千円 

                          借入金  １４，１２３，４０９千円 

（２）運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額     １７，７８８，３９７千円 

（３）運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額        １，３７２，２１４千円 

（４）債務保証の額                                     ４，２５６，７８９千円 

（５）リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティング・リース取引の未経

過リース料 
  ① 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料     ５，４７６千円 
  ② 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料    ６，３８２千円 
（６）利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

① 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資

産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 
附属病院に関する借入金の元金償還額の累計       ７，７６５，０３２千円 
当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計    ７，１９０，５９４千円 
利益剰余金に与える影響額（差引き）            ５７４，４３８千円 

② 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品

受贈額戻入が二重になっていることによるもの 
法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診

療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計 
６５１，７４１千円 

③ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国か

らの出資でなく譲与としたことによるもの 
４８２，０６１千円 

④ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、

国からの出資でなく譲与としたことによるもの 
  ３９６，０３８千円 
２，１０４，２７９千円 

 

２．損益計算書関係 

 （１）当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 
① 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資

産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 
附属病院に関する借入金の元金償還額          １，００５，３４８千円 
当該借入金により取得した資産の減価償却費       １，２７５，７１８千円 
当期総利益に与える影響額（差引き）          △ ２７０，３６９千円 

② 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品

受贈額戻入が二重になっていることによるもの 
法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診

療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額 
   １，６６４千円 

△ ２６８，７０５千円 
 
 （２）東日本大震災関連災害損失（臨時損失）              ４３，０３７千円 

平成 23 年 3 月 11 日に発生しました東日本大震災に関連する災害損失を、臨時損失として計上し

ております。その主な内訳は、東日本大震災被災学生支援金（９，１５０千円）、その他被災地支援

及び学内施設の修繕費用等であります。 
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 （３）国からの補正予算（第１号）及び（第３号）の措置 
東日本大震災の被害を受けた施設等の早期復旧を図るため、国からの災害復旧事業として補正予

算（第１号）国立大学法人施設整備費補助金が７６，９５３千円措置され、谷津住宅の液状化によ

る外構等の施設・設備を復旧し５５，３０７千円を支出しました。 
また、設備災害復旧事業として補正予算（第３号）国立大学法人一般運営費交付金が７３，３８

９千円措置され、走査電子顕微鏡やターボ分子ポンプ等の研究設備等を復旧し３７，７８４千円を

支出しました。 
３．キャッシュ・フロー計算書関係 

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

           現 金 及 び 預 金           ２，７９２，９５５千円 

 

（２）重要な非資金取引 

寄贈された主な資産の内訳 

        工具器具備品                 ２９８，７４５千円 

        図書                       ７，２６９千円 

 

ファイナンス・リース取引による資産の取得 

        工具器具備品               ３，６３２，６２４千円 

 

資産除去債務の計上                       １３，３２７千円 

 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

国又は地方公共団体からの出向者に係る引当外退職給付増加見積額    ５６，１１０千円 

 

 

５．固定資産の減損に関する注記 

（１）減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く） 

   ① 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価格等の概要 

用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 額 

電話加入権 電話加入権 千葉市稲毛区 外 1,937 千円 

   ② 認められた減損の兆候の概要 

電話加入権については、正味売却価格が帳簿価格より大幅に下落しております。 

   ③ 固定資産の市場価格の回復の見込があると認められる根拠 

電話加入権については、回収可能サービス価格が帳簿価格を上回ることから、減損を認識して

おりません。 

（２）使用しない（用途変更する）という決定を行った固定資産 

   ① 使用しない（用途変更する）という決定を行った固定資産の用途、種類、場所、帳簿価格等の

概要 

用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 額 

旧薬学部講義棟（教育用） 建物 
千葉市稲毛区弥生

町１－３３ 
4,580 千円 

   ② 使用しなくなる（用途変更する）日 

      平成２４年９月（予定） 

   ③ 使用しない（用途変更する）という決定を行った経緯及び理由 

      大学院薬学研究院・薬学部の西千葉キャンパスから亥鼻キャンパスへの移転完了に伴い、従

来の教育施設から研究施設へ用途変更する決定がなされたため。 
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   ④ 将来の使用しなくなる（用途変更する）日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損

額の見込額 

     将来の使用しなくなる日における帳簿価額：4,007 千円 

     回収可能サービス価額：4,300 千円 

     減損額の見込額：0円 

 

６．金融商品に関する注記 

 （１）金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につ

いては国立大学財務・経営センターからの借入れに限定しております。 

資金運用にあたっては国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法第４７条

の規定に基づき、国債、公債、政府保証債、譲渡性預金及び信託業務を営む金融機関への金銭信

託のみを保有しており株式等は保有しておりません。また、未収附属病院収入は、債権管理細則

に沿ってリスク管理を行っております。 

国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、

文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。 

 

 （２）金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

                                       （単位：千円） 

 
貸借対照表 

計上額(*1) 
時   価 ( * 1 ) 差   額 ( * 1 ) 

 

5,581,990 

6,300,000 

2,792,955 

5,126,898 

△ 70,447 

 

5,620,543 

6,300,000 

2,792,955 

 

 

 

38,552 

－ 

－ 

 

 

(1) 投資有価証券及び有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 

  ② その他有価証券 

(2) 現金及び預金 

(3) 未収附属病院収入 

    徴収不能引当金(*2) 

 

(4) 国立学校財務・経営センター 

債務負担金 

(5) 長期借入金 

(6) 未払金 

5,056,450 

(4,256,789)

(14,123,409)

(9,200,123)

5,056,450 

(4,714,584)

(14,707,374)

(9,200,123)

－ 

(457,795)

(583,965)

－ 

    （*1）負債に計上されているものは、( )で示しております。 

    （*2）未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。 

      なお、貸借対照表に計上されている長期未払金の主な内容はリース債務であり、企業会計基

準適用指針第１９号金融商品の時価等の開示に関する適用指針（平成 20 年 3月 10 日企業会計

基準委員会）第２４項ただし書きにより、金融商品会計基準等の適用にあたり重要性が乏しい

と認め、時価の注記を省略しております。 

    （注 1）金融商品の時価の算定方法 

(1) 投資有価証券及び有価証券 

これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお

ります。 

(2) 現金及び預金、並びに(3) 未収附属病院収入 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。なお、未収附属病院収入については、担保又は保証による回収見込

額等により、時価を算定しております。 

(4) 国立大学財務・経営センター債務負担金、並びに(5) 長期借入金 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法により算定しております。 
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(5) 未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

 

 

７．資産除去債務に関する注記 

(1)資産除去債務

の内容 

建設リサイクル法 石綿障害予防規則 契約上の原状回復義務

(2)支出発生まで

の見込期間、

適用した割引

率等の前提条

件 

見込期間 

  ２～５０年 

割引率 

  0.2～2.3％ 

見込期間 

  ２～３３年 

割引率 

  0.2～2.3％ 

見込期間 

  ２８年 

割引率 

  2.3％ 

     (3)資産除去債務の総額の期中における増減内容 

       期首残高                        ５７２，６３２千円 

       時の経過による増加額                   １１，４１７千円 

       資産除去債務の履行による減少額                   －千円 

       その他増減額                        １，９１０千円 

       期末残高                        ５８５，９６０千円 

 

 

８．重要な債務負担行為                              （単位：千円） 

件 名 契 約 済 額 
平成２４年度 

以降支出予定額 

平成２３年度 

支 出 額 

千葉大学（医病）立体駐車場新営その他

工事 
415,800 249,480 166,320

千葉大学(医病)新外来診療棟他新営工事

設計業務 
150,150 150,150 －

千葉大学(松戸)園芸学部 D棟改修工事 170,184 103,110 67,074

千葉大学(松戸)園芸学部 D 棟改修機械設

備工事 
86,100 51,700 34,400

千葉大学(西千葉)総合学生支援センター

改修工事 
230,370 138,224 92,146

千葉大学(西千葉)総合学生支援センター

改修電気設備工事 
93,240 55,947 37,293

千葉大学(西千葉)総合学生支援センター

改修機械設備工事 
92,295 55,379 36,916

千葉大学(西千葉)知識集約型中小企業立

地促進センター改修工事 
83,370 57,960 25,410

千葉大学(西千葉)知識集約型中小企業立

地促進センター改修電気設備工事 
55,965 55,965 －

 
 
９．重要な後発事象 
   該当事項はありません。 











　前中期目標期間繰越積立金

損益外減損損失累計額

△ 16,527,270

-　政府出資財産

　減資差益

22,600,495

（注）３．資本剰余金のうち損益外除売却差額相当額及び損益外減価償却累計額の当期減少額は、当法人設立時に出資された資産のうち、経年劣化による工具器具備品の除却により生

2,876,004 0 8,924,517

資本剰余金

損益外減価償却累計額

3,120

1,156,352

　政府承継資産

差引計

2,431,057

- △ 28,865

--

△ 24,712損益外利息費用累計額

427,549 (注)３

-
　 の改善目的積立金

前中期目標期間繰越積立金 4,779,787

計 4,779,787 2,077,622 427,549

-

(注)２

4,352,238

　　　　　じたものです。

2,051,646 -

-

2,051,646

25,976 (注)１

（注）２．資本剰余金のうち前中期目標期間繰越積立金の当期増加額は、（医病）中央診療Ｂ棟改修に伴う建物等の取得により、前中期目標期間繰越積立金から振り替えたものです。

2,886

　寄附金等

　目的積立金

　　　　　から振り替えたもの及び薬学研究院のドラフトチャンバーの工具器具備品等の取得により、預り施設費から振り替えたものです。

△ 4,153

- -

△ 2,043,109

-

　 教育研究・診療業務の資質向上及び運営組織
- 2,051,646

-

当期増加額 当期減少額

6,429,860

2,051,646

11　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

計

　損益外除売却差額相当額

期首残高

準用通則法第44条第3項積立金 -

-

-

-

9,566,909 4,560,459

-

10,074,185 -

　施設費

3,000

　運営費交付金

　補助金等

△ 646,6229,607

△ 9,607 △ 18,560,771 （注）３

-

- -

-

365,694

14,127,368
（注）１

-

-

1,156,352

-

362,807

（注）１．資本剰余金のうち施設費の当期増加額は、(亥鼻）医薬系総合研究棟（Ⅱ期）新営，（西千葉）附属図書館新営による建物等の取得により、建設仮勘定見返施設費及び預り施設費

（注）２

-

-

（注）３

2,431,057

-

6,048,513

△ 637,015

当期増加額

11－１　積立金の明細

(単位：千円）

区　　　　分 期末残高 摘 要

準用通則法第44条第1項積立金 - 25,976

金　　額

保証料収益

金　　額

当期減少

-

- 10,074,185

3,120

3,000-

国立大学財務・経営セン
ター債務負担金

4,925,737

資本金
政府出資金

計

区　　　　　分

1

150,906,960 -

期末残高

-

- 150,906,960

(単位：千円）

金　　額

（千円）

- 150,906,960

件　　数金　　額

-

-

（千円）

150,906,960

期首残高

区　　分

当期減少額

（千円）

当期増加期首残高

（千円）

件　　数件　　数 件　　数

摘　　　　　要

金　　額

1-

期末残高

（千円）

-4,256,789

９　保証債務の明細

資本剰余金

10　資本金及び資本剰余金の明細

668,947

（注）１．当期増加額は，前期未処分利益より積み立てられたものであります。

（注）２．当期増加額は，前期未処分利益より文部科学大臣の承認のうえで積み立てられたものであります。　

（注）３．当期減少額は，前中期目標期間繰越積立金（目的積立金）の取崩しによるものであります。

9,607

-

27,514,1554,923,267

16




















	平成23事業年度財務諸表.pdf
	①コメント23年度.pdf
	平成23事業年度財務諸表(修正版).pdf
	(21)千葉大学23年度財務諸表.pdf
	⑦会計方針、注記（千円単位） 24.6.12修正.pdf
	(21)千葉大学23年度財務諸表.pdf
	①表紙24.6.5.pdf
	(21)千葉大学23年度財務諸表.pdf


	(21)千葉大学23年度附属明細書(修正版).pdf
	⑨-2附属明細書（たな卸し資産～）24.6.12【修正版】.pdf
	(21)千葉大学23年度附属明細書.pdf



	⑤利益処分　25.3.1.pdf



